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県内 800 事業所を対象に、令和 6 年 7 月 1 日現在における「中小企業労

働事情実態調査」を実施しましたので、調査結果の概略を掲載します（回答

率 55.0％、回答事業所の 94.5％が従業員数 100 人未満）。

1. 経営状況
⑴　現在の経営状況（昨年度と比較）

⑵　経営上の障害

「良い」が昨年度比 1.8 ポイント減少した一方で、「悪い」が 4.0 ポイント増加して
おり、経営状況は悪化傾向に転じている。

『人材不足（質の不足）』が昨年度に引き続きトップ。昨年度から最も増加したもの
は『販売不振・受注の減少』だった。

『良い』と回答した事
業所は 13.5％で、昨年度
（15.3％）より 1.8 ポイント
減少した。また『変わらない』
と回答した事業所は 54.6％
で、昨年度（56.9％）より
2.3ポイント減少した。一方、
『悪い』と回答した事業所は
31.9％で昨年度 (27.9％ )
より4.0ポイント増加し、『良
い』を 18.4 ポイント上回っ
た。<図 1>

『人材不足（質の不足）』が
54.4％で昨年度から 1.0 ポイ
ント増加し、昨年度に引き続き
最も大きな障害として挙げられ
た。
また、昨年度と比較して最も
増加したものは、『販売不振・
受注の減少』で 6.8 ポイント増
加して 28.2％、最も減少した
ものは、『光熱費・原材料・仕
入品の高騰』で 2.5 ポイント減
少して 50.2％であった。
なお、全国では『光熱費・
原材料・仕入品の高騰』が
55.6％で最も多く、次いで『人
材不足（質の不足）』が 50.5％
であった。<図 2>

令和 年度 鹿児島県における
中小企業の労働事情（速報版）
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が約 ％を占めた。
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転嫁 を実現した』が ％、『価格引上げの交渉中』が ％、『これから価格引上げの交渉を行う』

が ％で、 ％の事業所が価格引上げを推進している結果となった。

なお、全国では『価格引上げ 転嫁 を実現した』が ％で約半数を占め、本県を ポイント上回

っている。 図

⑵ 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容

『原材料分の転嫁を行った（行う予定）』が ％で最も多く、全国でも同様の傾向がみられた。
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た 行う予定 』が ％、『利益確保分の転嫁を行った 行う予定 』が ％であった。

なお、全国でも同様の傾向が見られ、『原材料分の転嫁を行った 行う予定 』が ％で最も多い結

果となった。 図
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2. 価格転嫁状況
⑴　原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況

⑵　原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容

⑶　価格転嫁率

『価格引上げ ( 転嫁 ) を実現した』『価格引上げの交渉中』『これから価格引上げの交渉を行う』の合計が約 65％
を占めた。

『原材料分の転嫁を行った（行う予定）』が 70.5％で最も多く、全国でも同様の傾向がみられた。

『10％未満』が 44.4％で最も多く、30％未満の回答が 8 割以上を占めた。

1 年前と比較した原材料費、人件費の増加等による販売価格への転嫁状況については、『価格引上げ ( 転嫁 )
を実現した』が 43.3％、『価格引上げの交渉中』が 13.8％、『これから価格引上げの交渉を行う』が 8.5％で、
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3. 従業員の採用
⑴　令和 6 年 3 月新規学卒者の採用計画

⑵　令和 5 年度の中途採用の募集

⑶　中途採用者の年齢層

採用を計画した割合は約 28％だったが、『実際に採用した』のは 12.8％で全国を 2.3 ポイント下回った。

約 7 割の県内事業者が中途採用の募集を行い、その内約 8 割が採用に至っている。

中途採用した従業員の年齢層は、35 歳以上で約 6 割を占めた。

新規学卒者の採用計画は、『採用計画をし、実際に採
用した』が 12.8％、『採用計画をしたが、採用しなかった』
が 15.1％で、計画した事業所の約 45％が採用に至った。
また、従業員規模が大きくなるほど採用計画を行った
割合が増加している。
本県の採用を計画した割合（27.9％）は、全国（28.3％）
とほぼ同水準であったが、『実際に採用した』のは
12.8％で全国（15.1％）を 2.3 ポイント下回る結果と
なった。<表 1>

令和 5年度の中途採用は、『採用募集をし、実際に採
用した』が 55.3％、『採用募集をしたが、採用しなかっ
た』が14.1％で、約7割の事業所で採用募集が行われた。
また、新規採用計画と同様、従業員規模が大きくなる
ほど採用募集を行った割合が増加している。
本県の採用募集をした割合（69.4％）は全国（62.8％）
を 6.6 ポイント上回る結果となった。<表 2>

中途採用した従業員の年齢層は、『25～ 34 歳』
が24.9％で最も多く、『35～44歳』の23.4％、『45
～ 55歳』の 20.8％が続いた。
一方、35歳以上（59.4％）で約 6割を占めてお
り、社会経験が豊富な人物の採用を重視する傾向が
うかがえる。
なお、全国でも同様の結果となった。<図 6>
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新規学卒者の採用計画は、『採用計画をし、実際に採
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1～4人
5～9人
10～29人
30～99人
100～300人

製造業
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採用計画を
し、実際に
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採用計画を
したが採用
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採用計画を
行わなかった
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図 中途採用者の年齢層（％）
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5. 賃金改定状況（令和 6 年 1 月 1 日から令和 6 年 7 月 1 日までの期間）

4. 人材の確保、定着

⑴　賃金改定実施状況

⑴　望ましい雇用形態

⑵　採用者の定着状況

昨年に引き続き、全ての経営状況（「良い」「変わらない」「悪い」）で賃金を引上げる傾向がみられた。

『正社員（中途採用）』が 80.8％で最も多く、全国を 5 ポイント上回った。

定着率は約 65％で、規模が大きくなるほど定着率の増加傾向がみられた。

経営状況別でみると、「良い」と回答した事業所
のうち『引上げた』が 62.7％、『7月以降引上げ
る予定』が 16.9％で、合計が 79.6％となった。
また、「変わらない」及び「悪い」と回答した事
業所についても賃金を引上げる傾向がみられた。
全国比では、『引上げた』『7月以降引上げる予定』
の合計（83.1％）を 3.5 ポイント下回った。	 	
< 表 4>

人材確保において望ましい雇用形態は、『正社員（中
途採用）』が 80.8％で最も多く、『正社員（新規学卒者）』
の 50.3％、パートタイマーの 22.4％が続いた。正社員
は、中途採用、新規学卒者ともに 5割を超え、中長期
的な人材確保を重視する傾向がみられる。
全国比で『正社員（中途採用）』は本県が 5ポイント
上回ったが、その他の項目は全て下回った。<図 7>

直近 3年度の新卒及び中途採用者の定着状況は、定
着率（※）が 65.8％で、全国（66.8％）を１ポイント
下回った。
また、従業員規模が大きくなるほど定着率が上昇する
傾向がみられ、『1～4人』（50.0％）と『30～99人』『100
～ 300人』（67.2％）で 17.2 ポイントの差が生じた。
製造業・非製造業別では、『製造業』の 67.5％が『非
製造業』の 65.1％を 2.4 ポイント上回る結果となった。
<表３>

人材の確保、定着

⑴ 望ましい雇用形態

『正社員（中途採用）』が ％で最も多く、全国

を ポイント上回った。

人材確保において望ましい雇用形態は、『正社員

（中途採用）』が ％で最も多く、『正社員（新規学

卒者）』の ％、パートタイマーの ％が続い

た。正社員は、中途採用、新規学卒者ともに 割を超

え、中長期的な人材確保を重視する傾向がみられる。

全国比で『正社員（中途採用）』は本県が ポイン

ト上回ったが、その他の項目は全て下回った。 図

⑵ 採用者の定着状況

定着率は約 ％で、規模が大きくなるほど定着率の増加傾向がみられた。

直近 年度の新卒及び中途採用者の定着状況は、定着

率が ％で、全国（ ％）を１ポイント下回った。

また、従業員規模が大きくなるほど定着率が上昇する

傾向がみられ、『 ～ 人』（ ％）と『 ～ 人』『

～ 人』（ ％）で ポイントの差が生じた。

製造業・非製造業別では、『製造業』の ％が『非

製造業』の ％を ポイント上回る結果となった。

図
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降引上げる予定』が ％で、合計が ％

となった。

また、「変わらない」及び「悪い」と回答

した事業所についても賃金を引上げる傾向が

みられた。

全国比では、『引上げた』『 月以降引上げ

る予定』の合計（ ％）を ポイント下

回った。 表
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※（）内は昨年のデータ
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しない
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悪
い
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変
わ
ら
な
い
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経営
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良
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図 望ましい雇用形態［複数回答可］（％）
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10～29人
30～99人

100～300人
製造業

非製造業

入職者 離職者 離職率
（％）

事業所数

表 採用者の定着状況

人材の確保、定着

⑴ 望ましい雇用形態

『正社員（中途採用）』が ％で最も多く、全国

を ポイント上回った。

人材確保において望ましい雇用形態は、『正社員

（中途採用）』が ％で最も多く、『正社員（新規学

卒者）』の ％、パートタイマーの ％が続い
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となった。

また、「変わらない」及び「悪い」と回答
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表 採用者の定着状況
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え、中長期的な人材確保を重視する傾向がみられる。
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また、従業員規模が大きくなるほど定着率が上昇する
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～ 人』（ ％）で ポイントの差が生じた。

製造業・非製造業別では、『製造業』の ％が『非
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⑴ 賃金改定実施状況

昨年に引き続き、全ての経営状況（「良い」「変わらない」「悪い」）で賃金を引上げる傾向がみら

れた。

経営状況別でみると、「良い」と回答した

事業所のうち『引上げた』が ％、『 月以

降引上げる予定』が ％で、合計が ％

となった。

また、「変わらない」及び「悪い」と回答

した事業所についても賃金を引上げる傾向が

みられた。

全国比では、『引上げた』『 月以降引上げ

る予定』の合計（ ％）を ポイント下

回った。 表

表 賃金改定実施状況（％）
※（）内は昨年のデータ

引上げた 引下げた
今年は実施
しない
(凍結)

7月以降引
上げる予定

7月以降引
下げる予定

未定

（％） （％） （％） （％） （％） （％）

悪
い

　全国
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ら
な
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図 望ましい雇用形態［複数回答可］（％）

その他

派遣社員

嘱託・契約社員

採用を考えていない

パートタイマー

正社員（新規学卒者）

正社員（中途採用）

鹿児島県 全国

入職者数 平均
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離職者数
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10～29人
30～99人

100～300人
製造業

非製造業

入職者 離職者 離職率
（％）

事業所数

表 採用者の定着状況

※　「定着率（%）」=100ー「離職率」
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⑵　業種別の賃金引上げ状況

⑶　賃金改定の決定要素

有効な回答数が得られた 12 業種中 9 業種で賃金を『引上げた』『7 月以降引上げる予定』と回答した事業所の
割合が増加した。

『労働力の確保・定着』が 73.7％で最も多かった。一方、昨年度比で最も減少したのは、『企業の業績』であった。

業種別に賃金を『引上げた』『7月以降引上げる予定』の合計値を前年と比較すると、製造業では「窯業・土石」
「食料品」「金属、同製品」で、非製造業では「運輸業」「総合工事業」「サービス業（対事業所）」「設備工事業」「サー
ビス業（対個人）」「小売業」で、賃金を『引上げた』『7月以降引上げる予定』と回答した事業所の割合が増加した。
<図 8><図 9>

賃金改定を決定する際に重視した要素は、『労働力
の確保・定着』が 73.7％で、昨年度（68.5％）より 5.2
ポイント増加した。次いで、『企業の業績』が 45.4％
となったが、昨年度（50.0％）比で減少幅が最も大
きかった（△ 4.6 ポイント）。
全国で最も多かったのは『労働力の確保・定着』で
64.0％となった。次いで『企業の業績』の 52.6％、『物
価の動向』の 48.4％となり、各項目の順位は本県と
同様の結果となった。＜図 10＞

⑵ 業種別の賃金引上げ状況

有効な回答数が得られた 業種中 業種で賃金を『引上げた』『 月以降引上げる予定』と回答

した事業所の割合が増加した。

業種別に賃金を『引上げた』『 月以降引上げる予定』の合計値を前年と比較すると、製造業では「窯

業・土石」「食料品」「金属、同製品」で、非製造業では「運輸業」「総合工事業」「サービス業（対事業

所）」「設備工事業」「サービス業（対個人）」「小売業」で、賃金を『引上げた』『 月以降引上げる予定』

と回答した事業所の割合が増加した。 図 図

⑶ 賃金改定の決定要素

『労働力の確保・定着』が ％で最も多かった。一方、昨年度比で最も減少したのは、『企業

の業績』であった。

賃金改定を決定する際に重視した要素は、『労働

力の確保・定着』が ％で、昨年度（ ％）

より ポイント増加した。次いで、『企業の業

績』が ％となったが、昨年度（ ％）比で

減少幅が最も大きかった（△ ポイント）。

全国で最も多かったのは『労働力の確保・定着』

で ％となった。次いで『企業の業績』の

％、『物価の動向』の ％となり、各項目の

順位は本県と同様の結果となった。＜図 ＞

窯
業
・
土
石

食
料
品

金
属
、
同
製
品

木
材
・
木
製
品

※

印
刷
・
同
関
連

※

そ
の
他
の
製
品

※

繊
維
工
業

※
機
械
器
具

※
化
学
工
業

全国 鹿児島県（ 年度） 鹿児島県（ 年度）

運
輸
業

総
合
工
事
業

サ
ー
ビ
ス
業

（
対
事
業
所
）

設
備
工
事
業

サ
ー
ビ
ス
業

（
対
個
人
）

卸
売
業

職
別
工
事
業

小
売
業

※

情
報
通
信
業

全国 鹿児島県（ 年度） 鹿児島県（ 年度）

図 製造業の賃金引き上げ状況（％） 図 非製造業の賃金引き上げ状況（％）

※「印刷・同関連」「機械器具」「化学工業」「情報通信業」は令和 年度・令和 年度の両方で、「その他の製

品」は令和 年度で、「繊維工業」は令和 年度で母数が 未満のため参考数値

年間広告 サイズ

ホテルレクストン鹿児島 様

図 賃金改定の決定要素〔複数回答可〕

重視した要素はない
その他

親会社又は関連会社の改定の動向
燃料費の動向

前年度の改定実績
労使関係の安定
賃上げムード
世間相場
物価の動向
企業の業績

労働力の確保・定着

全国 鹿児島県（ ） 鹿児島県（ ）
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した事業所の割合が増加した。
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減少幅が最も大きかった（△ ポイント）。
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9 月 19 日、沖縄県宜野湾市の「沖縄コンベンション
センター」で第 63回中小企業団体九州大会が開催され
ました。本大会は「新時代を切り開く～連携の力で共に
創る～」をテーマに掲げ、玉城デニー沖縄県知事、岡田
智裕中小企業庁経営支援部長、関根正裕商工中金社長、
森	洋全国中央会会長等のご臨席の下、九州・沖縄の中小
企業者・組合関係者ら約 800名が参加しました。本大会
では、「エネルギー・原材料価格高騰等の現下の危機的課
題」や「雇用・人材育成、総合・組織、地域振興」など
の全 53項目に及ぶ提出議案が決議されましたので、今
後国等に対して中小企業の安定的発展のための実効ある
諸政策の実現を強力に要請していきます。

9月30日、鹿児島市の「ホテルレクストン鹿児島」にて、
販路開拓講習会を開催しました。講師に、アニバーサリー
ボイス　代表　東	大悟	氏をお招きし、「販路開拓に則し
たプレゼンテーションの技法について」と題してご講演
いただきました。
東氏は、「プレゼンテーションは、一方通行で自分の話
ばかりするのではなく、聴き手に価値や課題解決を提供
し、相手を導くことが重要である。プレゼンテーション
の主役は聴き手であり、自分ではないことを認識してほ
しい」と述べ、プレゼンテーションにおける構成や資料、
話し方など、東氏が考案するプレゼン理論について実例
を基に説明がありました。
参加者は、相手に説得力を持たせるプレゼンテーションの構成や話し方を学ぶとともに、販路開拓に繋がるヒン
トを得ることができた様子でした。

優良組合 3組合、組合功労者 5名、優良組合青年部 1団体が表彰されました。本県の受賞者は下記の
とおりです。皆様の今後ますますのご活躍を祈念申し上げます。

【優良組合】	 【組合功労者】
協同組合鹿児島県環境管理協会	 隈元　仁　(鹿児島県魚類市場売買参加者協同組合　代表理事 )
曽於市管工事業協同組合	 澤田　了三　（鹿児島県茶商業協同組合　代表理事）　
鹿児島県澱粉協同組合連合会	 上原　充久　（鹿児島県ビルリフォーム協同組合　代表理事）
	 瀬戸口　裕樹　（姶良伊佐電気工事業協同組合　代表理事）　
	 塚脇　伸　（鹿児島県測量設計コンサルタント協同組合　前理事長）
【優良組合青年部】	
鹿児島県防水工事業協同組合青壮年部会

第63 回中小企業団体九州大会を沖縄県で開催

販路開拓に則したプレゼンテーションの技法について
～販路開拓講習会～

大会の様子

講師 東 大悟 氏

中央会の動き
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10 月 5日、鹿児島市天文館の天神おつきやぴらも～
るにおいて、本会青年部会及び本会主催による「かごん
まわっぜかフェスタ’24」を開催しました。
この取り組みは、青年部会の会員が取り扱っている商
品・技術・サービス等を持ちより、会員間はもとより、
広く一般に向けてＰＲすることを目的に開催され、今回
で 20回目となります。
アーケード内に設置されたブースでは、訪れた人々が
工作体験や展示、試乗などを通じて、様々な業界の取り
組みに触れました。
堂園春樹	会長	( 県漬物商工業 (協 ) 青年部会会長 )は、

「フェスタを通して、様々な業界に親しみを持ってほしい」と挨拶しました。当日は子供連れをはじめ多くの来場
がありました。

かごんまわっぜかフェスタ‘２４を開催
～鹿児島県中小企業団体中央会青年部会～

開会挨拶を述べる堂園春樹 会長

高所作業車の試乗
（鹿児島県建設業青年部会）

イライラ棒の展示と体験
（鹿児島電気工事業 ( 協 ) 青年部会）

ミニ四駆コース体験
（鹿児島県自動車整備振興会青年部会）

青年部名 出展内容

南日本新聞南伸会
南日本新聞社の過去の新聞掲載写真の展示・ラミネートプレゼント、

紙面ビューアー登録サポート

鹿児島県自動車整備振興会青年部会 ミニ四駆コース体験

鹿児島電気工事業 (協 ) 青年部会 キットの製作、イライラ棒の展示と体験

鹿児島県板硝子商工（協）青年部 ガラス、サッシの PR、防災にも役立つ防犯ガラス破壊実験

鹿児島県生コンクリート (工 ) 青年部 ミキサー車の展示（小型ミキサー車）、子供用のノベルティ配布

鹿児島県建設業青年部会
建設機械（重機等）の展示、試乗、土石流ジオラマの実演
玩具（ユンボ）によるお菓子すくい、消波ブロックの製作体験

鹿児島県漬物商工業（協）青年部会 漬物の PR、塩（± 100ｇ）の重さ当てゲーム

【出展会員一覧】
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次に掲げた１.～ 4.の文章について、運営上の判断として適切な
ものには○印を、適切でないものには×印を記入しなさい。

令和5年度　中小企業組合検定試験　組合運営　第3問　抜粋

（解答はP16に記載）

1. ネット配信者が集まってプラットフォーム型の事業協同組合を設立することを検討している。その会合において、一部の者が、組合の名称を「プラットフォーム事業協同組合ユー
チューバーの会」とすることを提案したが、協同組合の文字が組合名称の真ん中に位置す
ることは中小企業等協同組合法に抵触するので、取り止めた。

2. 令和５年度通常総会において、電気料金高騰への対処として共同受電事業を行うための定款変更に関する緊急議案の採決を行った。その際、議案の全てに賛成する旨の記載が
ある書面議決書は緊急議案についても賛成する趣旨であるとして、これを賛成票に計上
した。

3. Ａ食品製造業協同組合は、組合員の従業員の賃上げ原資を確保するため、販売先である大手食品卸売会社との間で「団体協約」を締結し、すべての組合員の価格転嫁を推進することとしている。もっとも、
「団体協約」は組合員が大手原材料卸売会社から仕入れる取引価格については決定することができな
いことから、現状、団体協約の締結先は販売先の大手食品卸売会社との間でしか締結していない。

4. 令和５年度通常総会の当日、組合員本人でなく組合員の息子と称する者が総会の受付に来た。その者は代理権を証する書面を持参していなかったことから、議場のオブザーバー
席に座ることは認めたが、議決権の行使は認めなかった。
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組合運営のスペシャリストを目指そう！
～中小企業組合検定試験問題にチャレンジ～

中央会職員リレーコラム（第 4回）

身近な出来事を話題にした中央会職員リレーコラムを定期的に掲載いたします。

組織振興課　主査
栫　浩輔
趣味：競走馬の血統構成を
覚えること、プレミアリー
グ観戦　等

私は普段、ドラマを観る習慣はないのですが、最近話題のNetflix 限定配信
の「地面師たち」というドラマには、即座に引き込まれてしまいました。
このドラマは、数年前の大手ハウスメーカーが被害にあった詐欺事件をモ

チーフに制作されています。
ドラマの内容詳細はネタバレ禁止のため割愛しますが、脚本の秀逸さや豪

華俳優陣のキャラクター設定、スピード感溢れる展開、民放ドラマではあり
得ない過激な描写の数々等さまざまな要因が相まって、大ヒットを記録して
いるようです。
「見始めたら止まらなくなる」と視聴する前から耳にしていましたが、私も
御多分に洩れず、全 7話をノンストップで一気見しました。
また、視聴後に気付いたのですが、1話あたりの尺が全話でそれぞれ違う

ことも大きな特徴です。
いたずらに話を引き伸ばしたり、強引に尺に収めたりすることがないため、

「ヤマ場」を自由に設定できるようです。
これも広告収入に頼らないNetflix ならではのスタイルのようです。
新時代を切り拓く新たなエンタメを目撃したような気持ちになりました。
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ものには○印を、適切でないものには×印を記入しなさい。
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「団体協約」は組合員が大手原材料卸売会社から仕入れる取引価格については決定することができな
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4. 令和５年度通常総会の当日、組合員本人でなく組合員の息子と称する者が総会の受付に来た。その者は代理権を証する書面を持参していなかったことから、議場のオブザーバー
席に座ることは認めたが、議決権の行使は認めなかった。



12

業界情報
INDUSTEY 

INFORMATION
鹿児島県内の景況について
令和 6 年 8 月
令和6年8月期における鹿児島県内45組合（傘下組合員数4,160社）の景況は次のとおり。

【前月比】 【前年同月比】
「業界の景況」が 1ポイント、「売上高」が 2ポイン
ト悪化した。連日の猛暑に加え、台風などの自然災害
に見舞われたことで、客足が鈍り、売上に影響している。
また、多くの産業で人材確保に苦労しており、機会
損失となっている状況が窺える。

【食料品（味噌醤油製造業）】
消費者の財布のヒモは、以前にも増して堅い状態が
続いているがお盆に際して何とか昨年並みの売上は
維持出来たようである。その中では、消費行動にも
変化が見られ、お中元としての購入が減少してきて
いる。食生活の変化・多様さが、顕著に見られるよ
うに感じる。

【食料品（酒類製造業）】

【食料品（漬物製造業）】
契約農家との今期の契約が終わったが、前期宮崎県

からの高値での買い付けがあった為、企業側の想定
以上に契約価格を上げなければならなくなった。組
合に加盟していない同業他社の廃業等により、新規
での引き合いは続いている。内容量を減らしたり、
値上げを各社定期的に行っている。

【食料品（蒲鉾製造業）】
8 月お盆の売り上げは前年と余り変わらなかった。
台風の影響で今年も三日間出荷出来なく、同業他社
では屋根が吹き飛び、停電で廃棄するので何百万の
損失であった。北海道のすり身の原料の水揚げが 2
割位増えてよい傾向であった。また、もう少し円高
になればと思う。来月は祝日も多いので少しでも売
り上げ増になればと期待している

【食料品（鰹節製造業）】
8月は休日が多く又台風で生産がかなり減少した。鰹
の相場も急落し、製品単価も下がった。消費の停滞
感があり、20％程度原料値が下がった。雑節類も厳
しい状況である。

【食料品（菓子製造業）】
猛暑や地震、台風などの自然災害の影響もあり、来

「業界の景況」が6ポイント、「売上高」は13ポイント、
「収益状況」は 10ポイント悪化した。原材料やエネル
ギー価格の高騰、人件費の上昇等により昨年に比べて
極めて厳しい状況が窺える。
また、物価高の影響により節約志向等の動きが目立っ

ており、収益確保に懸念を示す声が挙がっている。

製　造　業	

DI 値とは、前月又は前年同月から「好転・増加」したとする回答数から「悪化・減少」したとする回答数を差
し引いた値です。

移出
数量

区　　分

製成数量

在庫数量

県 内 課 税

県 外 課 税

県外未納税

　（令和6年7月分データ）　　　　　　　　 （単位：㎘・％）
R5.7 R6.7 前年同月比

3,087.4

2,844.0

4,274.8

1,324.4

175,092.4

4,228.3

2,853.8

4,084.0

1,742.5

181,960.0

137.0%

100.3%

95.5%

131.6%

103.9%

【DI 値 前月比】 【DI 値 前年同月比】
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客が非常に少なかった。また、離島のお店も材料が
届かず苦労もあった。

【食料品（茶製造業）】
共販実績、前年度売上対比は 110.6％（前年売上対
比 468.0％）、前年は前月にあった販売会が今年は
今月に開催したため、今月の売り上げが伸びた。

【大島紬織物製造業】
今年度も東京および京都で連合会合同商談会を実施
予定である。

【本場大島紬織物製造業】
検査反数は 2割減少した。夏場は需要が少なく秋口
からの催事に期待したい。

【木材・木製品】
酷暑や降雨だけの影響でなく「ニッパチ」を地で行
く有様であり、新築住宅着工数は激減し木材需要は
長期にわたり低迷を続けている。業界全体の沈滞
ムードを打破するためには「大鉈を振るう」ことも
必要かもしれない。

【木材・木製品】
鹿児島県の 6月分の新設住宅着工戸数は、858戸で
前年同月比 102％、うち木造は、563 戸で同 92％
となり、昨年とほぼ変わらない。県産スギ丸太 4ｍ
中目材の 7月の価格は、前年同月比 113％となり、
持ち直してきている。一方、スギ製品の柱角の 7月
の価格は、前年同月比91％、KD材は、同 94％となっ
ている。スギ製品の柱角は令和 4年 8月から僅かず
つ下がり続けていて、製材所は 7月も原木高の製品
安で大変厳しい状況である。

【水産物卸売業】
昨年同月比で、数量 73.8％、金額 88.5％、単価
119.8％となった。夏枯れで魚も少なく、水揚げが
少なかった影響もあり値段は上がった。

【燃料小売業（LP ガス協会）】
9 月積みサウジアラムコ産の液化石油ガスプロパン
605 ドル（前月比＋ 15 ドル）、石油化学原料のブ
タンが 595 ドル（前月比＋ 25ドル）と上昇した。
インドの需要増、インドネシアの引合い等から原油

【生コン製造業】
対前年比で、官公需、民需合計 79.5％となった。
対前年比で、増加した地域は 6地域（増加率順に串
木野 344.3％、甑島 63.8％、大隅 52.1％）となっ
ている。一方、12 地域が減少（減少率順に宮之城
69.1％、川薩 59.6％、奄美大島 45.6％）した。な
お、鹿児島地域は対前年比で官公需 99.9％、民需
62.2％、合計 71.4％となっている。

【コンクリート製品製造業】
8 月の出荷量は、3,283 トンの前年度同月比 70.7％
となった。出荷実績は県内全地区においては前年度
を下回る結果となった。特に川薩地区においては前
年度同月比 31.8％となっている。8月度の受注量は
前年度並みになったが厳しい状況が続いている。

【鉄鋼・金属（機械金属工業）】
わずかに持ち直しの動きが見られるが、来年前半に
かけて回復は見込めないとの見方もあり需要低迷の
長期化が懸念される。

【印刷業】
今年度に入って、廃業による組合脱退が 2社、そ
して先月は企業、個人両方の破産というニュースが
入ってきた。この数十年の内に無かったペースであ
り、コロナ禍などの原因はあったが、個人のパソコ
ンの普及、紙離れによる時代の流れもあるかと思わ
れる。後継者不在の問題も大きく、今後も廃業脱退
が続く可能性がある。

市況軟化にもかかわらず上昇した。
【中古自動車販売業】
8 月は猛暑日が続き、お盆休み、月末には台風 10号
上陸と重なり来店も少なく非常に厳しかった。相変
わらず輸出業者の応札が活発で、価格が高騰し、仕
入れが困難となり在庫不足に陥り今後が懸念される。

【農業機械小売業】
売上減少が続いているが、各社の工夫で収益は維持
できている。

非　製　造　業
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【石油販売業】
原油相場は、ドバイ原油価格及び為替が前月より和
らいだものの中東地区の政情不安材料は残った。小
売販売は夏物のドライブシーズンと酷暑の影響で前
半並みはキープしたものと思われる。しかし、月末
に台風 10号の襲来が長引いた為、ガソリンスタン
ドの営業時間短縮及び休業を余儀なくされた等、安
定供給が懸念された。

【鮮魚小売業】
酷暑で入荷が少なく単価も高くなりお盆の帰省客は
多かったが、客足は鈍り、夕方になってからの来店
で売上も減少傾向となった、飲食店などでは観光客
が増えにぎわっていた。

【運動具小売業】
8 月は夏休み期間もあってなかなか売上が伸びな
かった。新学期が始まり動きが活発になればいいが
期待薄である。

【商店街（姶良市）】
連日の猛暑に加え、日向灘を震源とした地震、更に
は月末には台風 10号等の影響により各店来客数が
伸び悩んだようである。

【商店街（鹿児島市）】
「個店の強化」「人材確保・育成」「販促の強化」「マー
ケティングマインド」「経営者の力」「従業員のモチ
ベーションアップ」「働く人の働き方改革」「適切な
価格転嫁」「SNS ツーツの活用」などを地道そして
スピード感を持って実施していくことが重要であ
る。個店強化の為の施策を商店街としても支援しな
いといけなく、「個店の強化」が一丁目一番地と感じ
る。8月に商店街に予定どおり新店舗がオープンし、
賑わいが期待できる。

【サービス業（旅館業 / 県内）】
台風 10号、南海トラフ地震情報によるキャンセル
があった。また、台風による施設そのものへの被害
もあり、修復させ、今後のお客様を迎える努力をし
ている。

【測量設計業】
現在、売上が伸び悩んでいる。売上高を確保するた
めに仕事をかき集めていかなければならない。今
後どんどん物価が上昇して、売上上昇、利益率向
上、賃金上昇という波がくることを期待したい。県
内同業者 ( 上位 23社 ) の売上金額を集計 (2024 年
度 ) すると、前年度比 73％に留まっている。来月も
しくは再来月には上昇してくるものと予想している
が、このままの受注ペースになるとどの業者も非常
に苦しい。発注機関は、早めに委託業務を発注して
頂きたい。

【旅行業】
ホテルや観光施設の価格上昇を受け、販売商品が全
体的に値上がりしている。原価の上昇に販売価格が
いまだ追いつかない状況である。

【建築設計監理業】
8 月の公共団体等の入札状況は、件数で 53件程度、
契約金額で約 2億 3千 1百万円程度であり、前年同
月（50件、約 2億 2千 4百万円）と比較すると件数、
契約金額ともにほぼ同程度であった。また、7月の
新設住宅着工戸数は 594戸で、対前年同月比（1,075

戸）は 44.7％減であり、7月の戸数としては近年で
は最も少なかった 2019 年度の 779 戸を大幅に下
回った。

【自動車分解整備・車体整備業】
8 月はお盆の期間に部品会社が休みになる為、整備
業者も休日になる所が多い。また、台風の影響で休
業した工場が多く車検の台数が減少した。

【電気工事業】
人材確保が困難な状況が続いている。受注活動にも
影響が出ている。また、猛暑が続いており、現場で
は無理な作業が出来ない状況である。

【造園工事業】
例年この時期は、お盆前に整備していくように公共
工事（道路草刈り、公園草刈り、街路樹剪定管理等）
や民間・個人宅の草刈り業務で多忙な時期である。
特に昨年は、かごしま国体が開催されるため環境整
備に努めていた。そんな中、8月の終盤に台風が襲
来し、かなりの倒木があったので、月末から月初め
に掛けては、その撤去作業で大忙しであった。また、
この時期は酷暑で熱中症等の発症も懸念されて、非
常に厳しい労働環境のため作業者の負担が大きく体
調管理が重要な月であった。

【管工事業】
県内新設住宅着工戸数が発表され、前年同月比で
594戸（44.7％減少）と大幅に下回った。資材の高騰、
人件費の上昇、働き方改革への対応に伴う経費の増
加など、マイナスの条件が重なり収益が悪化するな
ど厳しい状況が続いている。

【建設業（鹿児島市）】
材料価格の高騰や人件費の増加等により、昨年と比
べて、採算が悪化している組合員が一部みられる。
建設資材や燃料費等が高止まりし、引き続き建設業
の経営を圧迫しており、適正な利潤の確保が大きな
課題となっている。また、熟練技能者の高齢化や新
規入職者の減少など、人手不足が顕著となっている。

【建設業（薩摩川内市）】
公共工事の発注がある程度進み、会員の受注件数も
わずかながら増えている。

【建設業（奄美市）】
二次製品共同購入利用があった。

【貨物自動車運送業】
県下 164運送事業者の燃料購買動向は、前月と比較
して 90.96％に減少、前年同月と比較して 83.19％
に減少した。

【運輸業（個人タクシー）】
観光客は良好であるが、夜の繁華街が少し寂しい状
態である。ライドシェアについては、地域の問題も
ある。

【運輸・倉庫業】
お盆の休みが長く、月末は台風の上陸で長い時間物
流が止り、物流再開後は荷物が大量に出荷されト
ラックの手配や配送人員配置で苦労した。フェリー
運航や労働時間短縮で車両の台数が多く必要になっ
ているが確保できない。荷積み・荷卸しの時間短縮
は一部改善されてきたが、まだ荷待ち時間等の問題
は多く残っている。長距離運行乗務員の確保に苦労
している。
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令和 6年 9月の倒産件数は 7	件と前年同月比で 1	
件減少し、前月比では 4	件増加となった。
新型コロナウイルス関連倒産は 1	件で、前月比で 1	
件増加した。
個人消費に関しては、食料品や飲料等の販売状況は
前年並みの水準を維持している。観光関連では主要ホ
テル・旅館の宿泊客数は増加推移となったが、霧島・
指宿地区等の宿泊客数が減少するなど、横ばい推移に

留まった。畜産相場に関しては、肉用牛を中心にブロ
イラーや鶏卵相場も低迷しており、畜産業の動向は低
調な推移が続いている。いずれにしても、企業からは
「物価上昇の影響」や「人材不足への懸念」等の声が
多く、物価高騰による企業収益の圧迫や個人消費の低
迷も想定され、景気動向や倒産件数の推移は、一進一
退の推移が続くものと推察される。	

倒産状況

令和 6 年 9 月　鹿児島県内企業倒産概況
（負債額 1,000 万円以上・法的整理のみ）

㈱帝国データバンク　鹿児島支店

件数 7 件　負債総額 42 億 200 万円
〔件数〕前年同月比 1 件減　〔負債総額〕前年同月比 374.3％増

ポイント

～件数は前年同月比減少、負債総額は前年
同月比増～
◆倒産件数は 7件で前年同月比 1件減少、
前月比 4件増加。
◆負債総額は 42億 200 万円で前年同月比
374.3％、前月比 2901.4％増加。

【今後の見通し】　

令和 6 年 9 月　主な企業倒産状況（法的整理のみ）

※主因別は、「販売不振」5件。

企業名 業　種 負債総額
(百万円 )

資本金
(千円 ) 所在地 態　様

（有）M 水産食料品製造 3,934 5,000 大隅地区 民事再生法 新型コロナ関連倒産

（有）K 洋品雑貨・小間物小売業 119 5,000 大島地区 破産

（株）M 内装工事 75 3,000 鹿児島市 破産

（有）T 貸家業 40 3,000 北薩地区 破産 給排水工事の事業停止
後、本店不動産を賃貸

（株）E 広告制作 14 5,000 鹿児島市 破産

（株）K 屋根工事業 10 4,000 中薩地区 破産

(有 )	S 防水工事 10 3,000 鹿児島市 破産
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令和6年11月
7日（木）
13：30～

レディース中央会2024全国フォーラムin
鹿児島　鹿児島市「城山ホテル鹿児島」

12日(火)
16:00～

青年部講習会
「走る冒険家から学ぶ！若手経営者のため
の挑戦の秘訣」
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

14日（木）
13：00～

令和6年度かごしま食品産業フェア（異
業種交流会）
鹿児島市「センテラス天文館　センテラ
スホール」

18日(月)
15:30～

鹿児島県商店街振興組合連合会
「創立50周年記念式典」
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

25日（月）
14：00～

IT活用セミナー「シニアパソコン教室講師
が教える画像生成AIの使い方と活用方法」
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

令和6年12月
2日（月）
14：00～

中央会第4回理事会
鹿児島市「鹿児島サンロイヤルホテル」

2日（月）
15：00～

商工中金協力会
鹿児島市「鹿児島サンロイヤルホテル」

10日（火）
15：00～

外国人技能実習制度適正化講習会
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

今月の表紙
「頴娃郡地区コスモス畑」

地元の有志によって植えられたコスモスが、毎年10月下旬に見頃を迎え
ます。国道226号から郡地区公民館への道路を進むと、秋晴れの日に揺
れる一面のコスモス畑が広がり、指宿枕崎線の陸橋を走る列車が顔を出
します。この美しい景色を一目見ようと、毎年多くの方が訪れ、秋の余韻
に浸りながらその景観を楽しんでいます。
ぜひ、この機会に訪れてみてはいかがでしょうか。

① 臨時に支払われる賃金(結婚手当など) 　② 一月を超える期間ごとに支払われる賃金(賞与など)
③ 時間外・休日・深夜労働に対する割増賃金 　④ 精皆勤手当、通勤手当、家族手当

■　試験日　令和2年12月6日（日）
　　　　　　10：00～16：00
■　試験地　中央会会議室
■　お問い合わせ先　総務企画課
　※　詳細はP11をご確認ください。

※各種都合により、変更になる場合は改めてご案内いたします。

鹿児島県内の臨時、パート、アルバイトを含む
すべての労働者及び使用者に適用されます。

お問い合わせ
鹿児島県中小企業団体中央会
鹿児島市名山町9番1号　県産業会館5階

TEL：099-222-9258　FAX：099-225-2904
情報誌へのご意見・ご要望はこちらまで

magazine@satsuma.or.jp

鹿児島県の最低賃金の改定について
★地域別最低賃金（鹿児島県）

953円 令和6年
10月5日

必ずチェック！最低賃金！

時 間 額 効力発生日 適　用　範　囲

表紙・本文中で登場する
ぐりぶー＆さくらとその子供達は
鹿児島県のＰＲキャラクターです♪

©鹿児島県ぐりぶー  ♯811

「＠頴娃郡地区コスモス畑」

P11　組合運営のスペシャリストを目指そう!
～中小企業組合士試験問題にチャレンジ～の解答

1.×　　2.×　　3.×　　4.○

※最低賃金には、次の賃金は算入されません。

中央会関連主要行事予定
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令和6年11月
7日（木）
13：30～

レディース中央会2024全国フォーラムin
鹿児島　鹿児島市「城山ホテル鹿児島」

12日(火)
16:00～

青年部講習会
「走る冒険家から学ぶ！若手経営者のため
の挑戦の秘訣」
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

14日（木）
13：00～

令和6年度かごしま食品産業フェア（異
業種交流会）
鹿児島市「センテラス天文館　センテラ
スホール」

18日(月)
15:30～

鹿児島県商店街振興組合連合会
「創立50周年記念式典」
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

25日（月）
14：00～

IT活用セミナー「シニアパソコン教室講師
が教える画像生成AIの使い方と活用方法」
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

令和6年12月
2日（月）
14：00～

中央会第4回理事会
鹿児島市「鹿児島サンロイヤルホテル」

2日（月）
15：00～

商工中金協力会
鹿児島市「鹿児島サンロイヤルホテル」

10日（火）
15：00～

外国人技能実習制度適正化講習会
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

今月の表紙
「頴娃郡地区コスモス畑」

地元の有志によって植えられたコスモスが、毎年10月下旬に見頃を迎え
ます。国道226号から郡地区公民館への道路を進むと、秋晴れの日に揺
れる一面のコスモス畑が広がり、指宿枕崎線の陸橋を走る列車が顔を出
します。この美しい景色を一目見ようと、毎年多くの方が訪れ、秋の余韻
に浸りながらその景観を楽しんでいます。
ぜひ、この機会に訪れてみてはいかがでしょうか。

① 臨時に支払われる賃金(結婚手当など) 　② 一月を超える期間ごとに支払われる賃金(賞与など)
③ 時間外・休日・深夜労働に対する割増賃金 　④ 精皆勤手当、通勤手当、家族手当

■　試験日　令和2年12月6日（日）
　　　　　　10：00～16：00
■　試験地　中央会会議室
■　お問い合わせ先　総務企画課
　※　詳細はP11をご確認ください。

※各種都合により、変更になる場合は改めてご案内いたします。

鹿児島県内の臨時、パート、アルバイトを含む
すべての労働者及び使用者に適用されます。

お問い合わせ
鹿児島県中小企業団体中央会
鹿児島市名山町9番1号　県産業会館5階

TEL：099-222-9258　FAX：099-225-2904
情報誌へのご意見・ご要望はこちらまで

magazine@satsuma.or.jp

鹿児島県の最低賃金の改定について
★地域別最低賃金（鹿児島県）

953円 令和6年
10月5日

必ずチェック！最低賃金！

時 間 額 効力発生日 適　用　範　囲

表紙・本文中で登場する
ぐりぶー＆さくらとその子供達は
鹿児島県のＰＲキャラクターです♪

©鹿児島県ぐりぶー  ♯811

「＠頴娃郡地区コスモス畑」

P11　組合運営のスペシャリストを目指そう!
～中小企業組合士試験問題にチャレンジ～の解答

1.×　　2.×　　3.×　　4.○

※最低賃金には、次の賃金は算入されません。   

〒892-0821  
鹿児島市名山町９番１号（県産業会館５階） 
TEL:099(225)4218  FAX:099(227)3595 
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